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耐久財生産企業の動学分析
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1　は　じ　め　に
　生産物の耐久性の企業政策変数としての重要性，ならびにその経済分析
の必要性については，すでに拙稿［16］で指摘した。そして，とくに最
近，この分野において比較的多くなされるようになった諸研究ωに刺激さ
れながらも，それらとは異なった新しい方向への理論的展開を試みた。こ
れまでの諸研究では，企業の利潤極大化行動が前提され，完全競争の場合
と独占の場合とでは，生産物の耐久期間，産出量，および価格はいかに異
なりうるかが，伝統的な方法によって分析されている。これに対して私は，
完全競争と独占との対比という仕方ではなく，利潤極大化を含む企業のさ
まざまな長期目標に応じて，決定されるそれらの変数の値はいかに異なり
うるかを分析したわけである。
　このような分析の仕方は，現代の企業成長理論の線に沿うものである。
この種の理論では，企業成長に対する制約条件の範囲内で企業はさまざま
な目標を追求しうる可能性が，まず認められている。そして，実際に採択
される特定の目標達成のために，当初の産出量ないし企業規模と生産物価
格，ならびに成長率が決定され，以後，この価格と成長率を維持したうえ
で，企業は永続的に成長していくものとされている。しかし前稿［16］で
は，耐久財生産のこのような拡張は考えず，企業は当初の産出量に見合う
新規需要を継続的に開拓して販売していくとともに，耐久期間を経るごと
に既購入者の買換需要を喚起して生産・販売していくものと想定して，総
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産出量は段階的に（耐久期間ごとに等差級数的に）拡大されていくものと
した②っ
　この研究によって，従来の諸理論では明らかにしえなかった，興味ある
結論を引き出すことができた〔3）．とくに興味あるものは，企業の立場から
すると，決定可能な耐久期間には下限と上限が存在するが，実際に企業が
自らそれらを採択することはありえないこと，また，公的に耐久期間の延
長が指令されるような場合には，産出量が縮少されて価格が引き上げられ
ることである。本稿の目的は，前述の企業成長理論の線に沿って構成した
私の別のモデル［15］に，生産物の耐久期間を導入して分析を進めること
である。なお，私のこれまでの研究におけると同様，単一生産物を生産す
る企業（もしくは独立採算の生産部門）を考えることにする。
　この場合，［16］において採用した，従来の諸研究におおむね共通する基
本的仮定は，そのまま維持する。すなわち，（1）耐久財の需要者は耐久期
間を通して得られる用役のみを求める〔4｝，（2）一期間ないし時点の用役需
要はその用役価格（リースの場合は賃貸料）に依存する，（3）耐久財の価格
は耐久期間にわたる用役価格の系列の総現在価値である，　（4）耐久財の単
位当り生産費は耐久期間の増加関数である，そして，（5）各期間ないし時
点で得られる用役は耐久期間には依存せず，耐久期間にわたって均等であ
る，というのがそれである。しかし産出・供給量に関する仮定と，増加す
る産出・供給量の販売努力費に関する仮定は，当然のことながら変更され
る。では，モデルの構成に進むことにしよう。
注
（1＞稿末の参考文献参照。なお，その後発表されたものに，［3］，［7］，［9］，およ
　び［11］がある。
（2）耐久財の耐久期間に関するこれまでの諸理論では，いわば例外を除いて一般
　には，耐久財の産出・供給量もしくは耐久財用役のそれは一定であるとされて
　いる。
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（3）［16コ，IV参照。
（4）この仮定はまた，需要者は耐久財価格の将来の変化を期待して購入すること
　はない，ということを意味する。
∬　モデル構成
　1．需要条件と産出量および売上高
　企業は常に生産物に対する下降需要曲線に当面するが，当初の需要曲線
の位置と形状は当初の市場開拓努力に依存する。ここでは，このような努
力によって当初の需要曲線が与えられているものとする。耐久財一単位か
ら得られる各時点の用役を単位用役と規定し，その価格をρとすると，一
時点における用役の需要量は，ρの減少関数となる。ここでは，需要の
（用役）価格弾力性は，需要曲線上のどの点についても同一かつ一定であ
る（と企業は想定している）ものとしよう。耐久財の当初の産出量をQ，
需要の（用役）価格弾力性をηとすると，9は用役量に等しいから，
　（1）　Q＝ρ一ηあるいはρ＝Q－1／η
である。
　さて，耐久期間をNとすると，将来の各時点において価格ρの単位用
役を与える耐久財の価格は，N期間にわたるρの系列の現在価値である。
これを．PNとし，利子率ないし割引率をゴとすれば，
　（・）P・一1『ρ醐一ρ（1一ヂ〃）
となるαは時間，θは自然対数の底である）。
　耐久財の産出量は一定の成長率をもって拡張されていくから，この成長
率をgとすると，
　（3）　　9‘＝96σ‘
となる。また，ず時点の用役の総供給量をσ‘とすると，これは，この時
点までの総産出量から，耐久期間を過ぎて消滅した財の総量を減じたもの
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であるから，
（・）の一／l卿一睡・一咄
となる。
耐久財用役の総額（賃貸の場合の総収入）をσとし，耐久財販売による
売上高をRとすれば，初期時点についてはそれぞれ，
　（5a●1）　　σ＝ρ（1ニ（2θ；　θ≡≡1－1／η
　（5b．1）R一八Q－Qθ（1；θ騨包N）
　　　　　　　　　　　　　z
である。売上高は極大点以下が選ばれるから，η＞1であり，したがって
0＜θ＜1である。また’時点については，
　（5a●2）　　乙7じ＝1り（7‘
　（5b●2）　　1～ε＝1）2vQε＝1～6σ‘
となる．さて，αの系列の総現在価値をσpとすると，
　　　　　　　　　　　　　　　ε（・…）σ・一∫μ噸一∫診（∫。卿）嵐
　　　　　　　｛∫》（∫19・…口吻・一一・r）・・｝・一・・一91篇N）
となる。また，瓦の系列の総現在価値を1～pとすると，
（・b・・）＆一r凡幽一α1嵩N）
となって，σpと同値となる。そこで，これらをZとして，
（・・3）z一の＋義兵〃）
としておこう。
　2．費用
　（i）　革菊〒費〔1［
　企業は，問題の生産物の生産・販売を軌道に乗せうるためには，それに
先立って，その生産物の開発に併うなんらかの革新費を必要とする。すな
わち，研究開発費，新しい生産・販売組織の設立費，当初の市場開拓費が
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それである。これらの費用は，既存の企業にとっても新規の企業にとって
も必要とされるが，既存企業の場合には，既存設備の大幅な改変あるいは
完全な廃棄による費用をさらに伴う。このような革新費は当初のみの費用
であり，当該計画期間を通じて回収されるべきものである。革新費は，当
該革新の性格によって決まる一定額Eと，革新の規模に依存する額とか
らなるものと考えられる。後者は当初の資本量Kに比例するものとし，
資本一単位当りのそれを乃とすると，革新費は
　（6）H＋乃κ
となる。
　（ii）　経常生産費
　所定の耐久性をもつ生産物生産のための投入物は，一定の結合比率で用
いられるものとし，規模に関して収穫不変を仮定する。資本・産出比率を
んとすると，
　（7）　Kε＝んQ‘あるいは（1‘＝・位擁
である。々は生産物の耐久期間Nとは無関係であり，Nを決定しうるも
のは資本設備ではなく，原材料であるものとする②。投入物価格（賃金率，
原材料価格など）を一定とすると，資本一単位当りの経常生産費はNの
増加関数として，
　　（8）　α（N）∫α’（N）＞0，α”（1＞F）＞0
として示される。また，資本一単位の価格を〃Z，減価率を4とすれば，
経常総生産費C・は
　　（9●1）　　C彦＝｛α（！＞）十1η4｝1（‘＝｛o（2＞）→一〃z4々｝Q～；6（ノ〉）≡o（1＞）々
となる。C’の系列の現在価値Cは，
（…）C一∫『個’一｛c（N｝圭轡｝Q
である。
　（iii）　販売努力費
5
’一閧ﾌ価格のもとで，新規需要を継続的に開拓して販売を拡大していく
とともに，既購入者の置換需要を耐久期間を経るごとに喚起して販売して
いくためには，それに相当する努力と支出が必要とされる。すなわち，広
告宣伝や，耐久期間とは関係のないデザイン変更ないし生産物改良などの
努力と，そのための支出を継続的に行なわなけれぽならない。このような
支出＆は，耐久財用役の総額αと成長率に依存するものと想定しよう。
すなわち，S・はαの一定割合であるものとし，この割合は9の増加関
数S（g）であるものとして，
　（10a・1）S、＝s（9）α
とする。かりにg＝0であっても，N時点までひεは増加し，以後は一定
となるが，当然この場合にも販売努力が必要とされるから，0＜s（0）であ
る〔3｝，また，5’＞0，s”＞0であるが，　s（9、）＝1となるような成長率81く’
が存在するものと想定する。
　S‘について考えうる別の仮定は，耐久財の売上高とその成長率に依存す
るというものである。これは
　　（10b・1）　　S‘＝s（g）1～茜
として示される。3（g）については，上述と同様に考えられる。
　ところで，耐久財の賃貸の場合には，耐久期間を経過していない財に対
して，企業は維持費を負担しなければならない。（いうまでもなく，耐久
財の販売の場合には，それは購入者の負担である。）㈲耐久財一単位の一時
点における維持費は，その使用期間に関係なく一定であるものとすると，
’時点における維持費総額は，σ‘したがってσ‘の一定割合となる。そこ
でリースの場合には，（10a・1）におけりs（9）がそれだけ増加したものと
考えて，問題を処理することができよう。
　さて，S、の系列の総現在価値Sは，（10a・1）と（5a・3）より，また（10
b・1）と（5b・3）より，ともに
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（1・・2）・一sω
となる。以下の分析において必要となるのは，このSである。したがっ
て，Sεに関するいずれの仮説をとろうとも，形式的には分析結果に影響
を与えない。
　つぎに進む前に，ここで売上高の現在価値ZとSとの差額についてみ
ておこう。
（・・）Z－5－7（9）?ヂ）・・（の≡1一・②
となるが，ここにノ（8）は，5（9）の性質から9の減少関数であり，0＜
7（0）く1，〆＜0，〆’＜0，かつ7（9、）＝0である。
　3，設備投資
　初期時点における設備投資額は，（7）により，
　（12・1）　卿K＝勉んQ
である。また，企業成長のために必要な資本設備への付加的純投資額五
は1，（7）と（3）より
　　（12・2）　　」ら＝〃zん8Qθσε
である。当初の設備投資を除く，以後の設備投資総額の現在価値をノ『とす
れば，
（・2・・）・一∫『ム勘一響
となる。
　4．収益と企業の市場価値
　経常売上高1～‘（賃貸の場合はα）から経常総生産費Gと販売努力費
＆を減じたものが，経常利益ムである。企業は，他の事情が変化しな
い限り永続的に得られると期待されるこの利益によって，当初のみの費用
である革新費（E＋乃K）を将来にわたってまず回収しなければならない。
革新費は有限期間内に回収することも，もちろん可能であるが，ここでは，
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当該企業活動の全期間（無限）にわたって回収されるものとしよう｛5）。ム
の系列の現在価値Lは，耐久財の販売の場合にも賃貸の場合にも，
　（13）　L＝Z－S－C
であり，これから革新費を減じたものが，革新による純利益の現在価値と
なる。これをπとすれば，
　（14）　　1Z＝L＿（．θ’十乃々Q）
である。
　企業の市場価値（市場評価額）γは，定義により，当初の設備投資を
除く以後の投資総額の現在価値をπが超える額である。（11），（9・2），お
よび（12・3）より，
（・5）凹≠島一丑・
　　　　　ω≡（1一θ層耀）7（9）一∫｛c（N）＋α9＋β｝Q1／・｛
　　　　　α≡（〃2一乃）ん，β≡吻4＋貌）ん
となる。
　5．制約条件
　現代の企業成長諸理論では，企業規模の拡大を制約する条件としていく
つかのものが考えられており，その厳密な形について一般的な承認はない
ようである。かなり広く受け容れられているものは，乗っ取りの危険を避
けて経営の安全性を確保するという条件に関するものである。ここでは，
いわゆる安全最低評価率をびとして，この条件を
　（16）　　τ／≧観〃2、K＝：ひη¢んQ
として設定しておこう〔61。すなわち，企業の市場評価額γが当初の資本価
額吻Kの一定割合ρを少なくとも上回らないならば，この企業は乗っ取
られる危険が多分にあるとするわけである。このような乗っ取りは7以
外に支出を伴うから，一般にびは1に等しいか1を僅かに下回ると考えら
れる。
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ここで，7と襯Kとの差額をWで示すと，
（・7）匹隔K「（窪。）［・一・（ゆ鋭面一H
となる。いうまでもなく，安全な企業活動のための条件（16）はW≧0と
して表わされる。
注
　（1）ここでの革新費の扱いは拙稿［15］の場合と同じであるが，その経済学的意
　　味については，［15］，PP．3－4を参照されたい。
　（2）従来の諸理論に共通する基本的仮定（4）の背後にある考えは，このようなもの
　　であろう。なお，シーパー＝スワン［10］は，分析の後段階で生産能力拡大の
　　ための平均固定費を導入し，これは生産物の耐久期間に依存するものとしてい
　　る（p．347参照）。しかし本稿では，本文のように考えることにする。
　（3）従来の理論では，g嵩0とされ，　S占は考えられていないから，ρはN時点
　　まで下落していき，以後一定となる。ここでは，島によって，一定のρのも
．．とで販売を拡張していくことが可能であると想定されているわけである。
C（、）。の点につ、、ては，［・・］，P・52参照。
　（5）なお，このような扱いの分析的意味については，拙稿［15］，p．11，注（9）を参
　　照されたい。
　（6）　この制約条件は，拙稿［15］で採用したものである。なお，その他の諸条件
　　（安全成長のための設備投資資金あるいは必要最：低利潤）との関連（分析上は，
　　結局，同一のことに帰するのであるが）については，［15］，pp．9－10を参照さ
　　れたい。
IH　モデルの分析
　1．予備的考察
　以下では（15）と（17）を中心として分析を進めるが，これらの式は，形式的
には耐久財の賃貸の場合にも販売の場合にも等しく成立する。したがって，
以下の定性分析はいずれの場合にも妥当する。しかしながら，両者の差異
は，賃貸による総収入σ［（5a）］と販売による売上高R［（5b）］，および
販売努力費の係数S（g）の差異にあるから，数量的な結果は賃貸の場合と
販売の場合とで異なりうる。この点を留意したうえで，以下では販売の場
9
合についてまず分析し，その後に賃貸の場合に言及することにする。
　ところで，ここで考えられている企業の政策変数は，生産物の耐久期間
2＞，当初の産出量9，および成長率gの三つである。（耐久財用役価格
ρ1と耐久財価格P〃は，QおよびNによって決定される。）ここでは，
これらの変数を同時に取り扱うことをせずに，順次，Qあるいはgを所
与として，他の二変数について分析することにするω。これは，採択され
る企業目標に応じて，決定される政策変数，とくにNとP亙の値がいか
に異なりうるかを陽表的に分析するためである。以下の分析に共通して必
要な諸式を，ここに列挙しておこう。
価一一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（γ＝一・配のとき）
御γ一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（W＝一厚のとき）
（・7）〃∬「（窪。）［・一・（㊥・画論　　（陶の・き）
（・8）｛蛋一響一ゴ等［画㎏）一げ（N）α・刀
（・9）弩一謬「σ等）・［（・一ガ・W㎏）・σ一幻・④｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一ゴ｛6（N）＋づα＋β｝Q1／・］
（・・）｛謬一農［・（・一め②一・｛・（N）…＋β｝α例
（21）驚一｛彩一磁
G3一一o伸；響野
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（舞鵬一・のとき）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　儲需一・の・き）
（・・γ o二尾醗二二β｝個　“
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　儲一・の・き）
（・・γ o唯饗罵鴇鶏加、｝了
（器一・のとき）
（22）
（23）
（24）
（25）
（26）
∂9・一∂9・＝ゴσ一9）・［（1一θ’耀）σ一8）2〆’＠）＋2Z］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（
謬一瓢一、（蕩9［一｝・（・一・一・・）・②］＜・
∂鑑一∂驚一σ等）・［ψ十θ一霊1v（ゴー8）〆（9）］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（
∂錫一∂鍔鴉一宇薯［ψ＿■θ一・N7（9）　η］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（
都一雛「等［一ゴ6一盛N7（9）イ（N）Q・／・］＜o
∂2γ　∂2WF　Qθ
＜・?一・のとき）
＜・・1寿一・の・き）
＜・・｛碍一・の・き）
　　　　　　　　11
（27）轟一炬一、謬≡謎一÷（・一ビ恥｛・（ゆ・σ一・）・㎏）｝］
　　　　　　　　　一、鶴・［φ十（1一θ一‘！v）σ一9）〆（9）］
　　　　　　　　　　　　　　（＜・蕩一・ない・｛謬一・の・き）
　さて，主題に進むことができるが，以下の分析のそれぞれの場合におい
て考察の対象となる二つの変数は，当該企業の意思決定によって決定され
るべき未知数である。一定のWを与えるものと期待される，二変数のさ
まざまな値の組合せを示す等量線を考えることができるが，まず第一の課
題は（17）”によって示されるW＝0の等量線をグラフ的に確定することで
ある。いうまでもなく，これは当該企業活動の長期的な安全性を保証する
限界を示すものであるから，企業はこの安全活動可能限界線を含む内部領
域において，所定の目標達成のための政策変数の値を決定しなけれぽなら
ない。以下では，まず企業の市場評価額yの極大点を求め，ついで安全
活動可能限界線の確定に進むことにする。この場合，想起すべきことは，
θ≡1－1／ηであり，耐久財用役需要の価格弾力性η＞1より0＜θ＜1であ
ること，また，0＜s（0）＜1，0＜s’（9），0〈∫”（g），および7（g）…≡1－s（g）よ
り，0＜7（0）＜1，〆（9）＜0，〆’（9）＜0であり，かつまた，s（9、）＝1，したが
って7（g、）＝0となる・g、（＜のが存在すること，そして0＜o’（1＞F），0＜o”
（N）となることである。
?
（1）拙稿［15］は，耐久期間2Vが考慮されていないという意味で，本モデルの
　特殊モデルである。いま，本モデルにおいて2V；0（耐久期間ゼロでなく，2V
　を考えない場合と解釈して）とおくと，QFg‘となり，（2）よりPN＝ρ，（10a・1）
　および（10b・1）よりSF3（9）ρQ‘となる。また，σ（N）と6（N）は定数とな
　って，本モデルは［15］のモデルとなる（ただし，後者ではQの代りにKが
　陽表的に扱われている）。2V（＞0）を考慮しても所与として扱う場合には，［15］
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と同様にして分析を進めることができる。
　皿A．初期産出量：が所与の場合
　なんらかの事情によって，当初の産出量Qが決定されているものとし
よう。この場合の耐久財用役の価格ρは（1）によって与えられるが，耐久
財の価格・P亙は耐久期間2Vが決定されなければ定まらない。ここでの問
題は，耐久期間Nと成長率gの決定について考察することである。
　A1．企業評価関数の形状
　まず，γ＝一Hを与える等量線を確定することから始めよう。（15）’の第
2式のグラフを考えるために，
　ω、＝（1－6‘耀）7（8）
　ω2＝｛o（1＞）＋β｝ゴQ1／η＋α義9Q1／・
とおくと，ω1＝ω2でなければならないω。gニ0としてω、およびω2の
グラフを描けば，図A1のようになる。両曲線が交わる場合には，2Vは
二つの値，2V、および2V2をもつ。　gが増加するにつれて，ω、のグラフは
下方に圧縮されていく一方，ω2のグラフは上方にシフトしていく。した
がって，9の増加とともに，小さい方の2Vは増加し，大きい方のNは減
少していき，両曲線が接するときのgに対してNは一つの値をもつ②。
以上から，図A2に示されているように，7＝一Eの等7線はノ〉軸上に
二点1＞：1および！＞：2をもつ，上方に凸の曲線となることがわかる〔3｝。この
下側では一H＜yである。
　つぎにyの極大点を求めよう。このために，まず∂y／∂g＝0のグラフ
を考える。これは（19）’の第2式によって与えられるが，
　Z1＝（1一〆N）｛7（9）＋σ一9）〆（9）｝
　Z2＝｛0（N）β｝∫Q1／・＋αゴ2Q’／・
とすると，Z、＝Z2でなければならない。さきのω1とZ1と比較してわか
13
・・（・＞ X）・、（。一・）
＿　　　7
拶
　　ノ　ω、（8＝0）
　ノ∠一一一ω、（8＞0）
ON1
9
y＝一H
図A1
器一・
舘一・
　　ル猶ακy
N2
ON1 N2
図A2
るように，ω、のグラフを［1＋σ一9）〆（9）／7（9）コ（＜1）倍に圧縮したもの
が，Z、のグラフである。また，　Z2のグラフは，9＝0の場合のω2のグラ
フをα∫2Q1／ηだけ上方にシフトさせたものであり，　g’から独立である。し
たがって，所定のgに対してZ、＝Z2を満足するNの値は，ω、＝ω2を満足
するNの範囲内に存在する。すなわち，やはり上方に凸となる∂yγ∂g＝0
の曲線は，7＝一Hの曲線の下側に存在する（4｝。（23）により，その上側で
は∂W∂9＜0，下側では∂γ／∂9＞0となる。
　∂y／∂！＞翼0のグラフは（18）’によって示される。（18）’の第2式φ二〇か
ら，この曲線の勾配は
　　轟一”（の＋θ蕩N）Q1／η〈o
14
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慕一（1〆）・［｛畷・（ガ・の4・姻・
　　　　　　　　　一｛糾…c’Q・／・｝・〃畜］＜・
となる（c”’（N）≧0と考える）。φ＝0において，N＝0のときの根を9＝
8π，g＝0のときの根をN＝1＞Nとすれば（いずれも単根となる），∂7／∂1＞
＝0のグラフは8軸上の点9Nから一様に下降して，　N軸上の点1協に
至る外側に凸の曲線である〔5｝。（25）から，この曲線の外側では∂y／∂2V＜0，
内側では∂y／∂2V＞0となる。
　さて，y＝一H曲線の勾配はω＝0より，
　　㎏＿　　　　　ゴφ
　　42V一　（1一θ咽）〆（9）一∫αQl／・
である。φ＝0の点において勾／42V＝0となるが，この点は∂7／∂N＝0の
曲線上の点でもある。これは，下降する∂η∂ノ〉＝0の曲線が上方から7
＝一H曲線の頂点を切ることを示している。また，∂y／∂g＝0の曲線の勾
配はXニ0から，
　　49＿　ゴ｛φ＋6一耀σ一9）〆（9）｝
　　42V一　　（1－6一耀）σ一9）〆’㎏）
であるが，φ＝0の点においては㎏／4N＜oとなる。これは，∂y／∂2＞＝0
の曲線が∂η∂g＝0の曲線の下降部分を上方から切ることを示している。
すなわち，両曲線の交点によってyの極大点は求められるが，この点は
餌z／∂g＝0の曲線の下降部分上に存在しうることになる。代数的には，そ
れば（18）’と（19）’とから求められる〔6｝〔7｝。
　極大の企業評価額より低い値をもつ等評価線は，図A2によって示され
ているように，yの極大点を囲む環をなす。　yの極大点から遠ざかるほ
ど低い7を与えるから，非負の任意の値のyを与える等評価線を確定す
ることができる。いうまでもなく，これは（15）のy’にその値をおいた式
によって示される。また，その勾配は㎏／42V＝一（∂7ア∂．～〉）／（∂1レγ∂9）であ
るから，それぞれの等評価線は，∂レ7∂8＝0の曲線と交わるとき，その接
15
線は垂直に，∂y／∂2V＝0の曲線と交わるとき，その接線は水平になる。
　A2．安全活動可能領域
　つぎの問題は，（17）”によって示される安全活動可能限界線を構成する
ことである。これは，W二〇，すなわちy＝o〃漉Qとなる等評価線であり，
現段階ではQは一一定であるから，ただちに確定することができる〔81。ま
た，（18）および（19）から，γの極大点は同時にWの極大点である。以下
の議論との関連で必要な部分を図A3に示しておこう。
　　　　　　　　8　　器一器一・
蟹一廓一・
Mαズ9
　　ル画ακz
　　　安全活動
ακ　　　　可能限界線
α躍
ル猛α竃R
　　　　　　　　　O　　Mゴ。N　撫N　N
　　　　　　　　　　　　　　　図A3
　企業は，安全活動可能限界線を含む内部の領域においてのみ，安全性を
保証されて自由な意思決定を行なうことが可能となる。企業活動の長期的
安全性という基準からすると，生産物の耐久期間には下限1匠勿2＞と上限
忽σκ2Vが存在するが，これらは（17）”と（19）’とから求められる。したが
って，耐久期間を無制限に短縮したり延長することは許されないのである。
　では，選ばれうる企業目標と最適解との関係について考察することにし
よう。
　A3．企業目標と最適解
　企業の価値7の最大化（これは同時にWの最大化である）が目標とさ
れる場合には，図A3の1砿ακy点に対応する耐久期間ハ馬f。がと成長率
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g＊漁・7が採択されるが，これらは（18）’と（19）’とから求められる｛9）。こ
れに対して，成長率の最大化が目標とされる場合には，安全活動可能限界
線の頂点のMα讐点に対応するN㌔吻と8㌔卿が採択される。これら
は（17）”と（15）’とから求められる。では，初期時点の売上高1～，あるいは
売上高の総現在価値Zの最大化が目標とされる場合はどうであろうか。
　（15●1）　より
　　N一｝1・（QθQθ一曲）
となるから，等R線はg軸に平行な直線となり，Rが大きいほど右方に
ある（ただしR〈Qθ／の。したがって，Rの最大化が求められる場合には，
安全活動可能限界線の最右点のル肱κ1～点におけるN＊漁研とg㌔。祝が
採択される。これらは（17）”と（19）’とから求められる。この1＞＊漁詔は，
さきに指摘したNの上限に等しい。
　つぎに，等Z線を考えるために，（5・3）を変形すると，
　　　．　Qθ（1一び耀）
　　9＝z一　　　　　　　ゴ2ζ
となる。2V＝0のときg＝ゴ，2V＝。。のgの極限値はσ一Qθ／’Z）となる。
また，この曲線の勾配は，
　　藷一一暢Qθ〈・；瀞一理当Qθ〉・
であるから，等Z線は8軸上のゴから出発して，1＞の増加とともに傾斜
（絶対値）をゆるめながら一様に下降する曲線となり，Zが大きいほど上
方にある。問題の．MακZ点は　この曲線と安全活動可能限界線の右上方
⑱下降部分との接点として求められる。この点におけるN＊撫。zとg＊漁鰯
は，（5・3）と（17）”とから求められる。
　さて，耐久期間の上限M砿Nが採択される可能性はあるが（Rの最大
化が目標となる場合），下限！匠勿2Vが採択されることはありうるであろう
か。その可能性はまったくないといえる。というのは，ルf勿Nを与える点
17
から安全活動可能限界線上をル毎㎎’点まで移動していくにつれて，同一
のγに対して9を高めていくことができるからであり，また，水平に
∂7／∂ノ〉＝0線まで進むにつれて，同一の9に対してyを高めていくこと
ができるからである。乃4翻Vは企業のいかなる基準からみても，最適と
はなりえない。
　以上において明らかにされたように，さまざまな企業目標の中から特定
の目標が選ばれると，それに応じて最適な2V＊と8＊が決定される。　Q
したがってρは所与であるから，（2）と2＞＊によって耐久財の価格PN＊が
決定されるが，大きな（小さな）値の2＞＊に対しては大きな（小さな）値
のPN＊が対応する。初期の産出量ないし企業規模が所与である場合につ
いて確実にいえることは，目標が成長率の最大化におかれるとき，当然の
ことながら成長率は最大に，耐久期間と価格は最小になり，初期売上高の
最大化が目標とされるとき，成長率は最小に，耐久期間と価格は最大にな
る，ということである。
　これまでは販売の場合について考察してきたが，ここで賃貸の場合にふ
れておこう。Qが所与であるとする現段階では，賃貸料ρおよび初期総
収入σも所与である。初期売上高Rの最：大化についての議論と価格PN
への言及を除けば，以上の分析を形式的には賃貸の場合にそのまま適用す
ることができる。注意すべき点は，賃貸の場合には耐久期間の上限1吻κ！＞
が採択されることはない，ということである。
?
　（1）9があまりに大であると，g≧0について，ω1＝ω2を満足する2＞は存在し
　　ない。したがって，ここではQは適度の大きさのものであるとして分析を進め
　　る。なおこの問題については，以下の注（2）および（7）参照。
　（2）8＝g1のとき，ω1はNと無関係にゼロとなるから，両曲線が接するときの
　　9はg1よりも小である。また，　Qが大きいほど，同一のgに対してω2の
　　グラフは上方にあって，勾配も大となる。他方，ω1のグラフはρと無関係で
　　あるから，Qが大きいほど，両曲線の接点は左下方に存在することになり9
18
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　もNも小さな値をもつ。
（3）前注（2）より，9が大ぎいほど，7＝一丑の曲線の頂点は左下方に存在し，曲
　線は下方に位置する。
（4）訓注②と同様の論証により，9が大きいほど，∂η∂9＝0の曲線の頂点は左
　下方に存在し，曲線は下方に位置する。
（5）Qが大ぎいほど9Nは小，ハ玩も小となるから，∂η∂ハ「＝0の曲線は下方
　に位置する。
（6）∂W∂8；0の曲線と∂η∂N＝0の曲線の交点は，複数個存在しないことを明
　らかにしておこう。前者の勾配と後者の勾配の差は，
　　　　夢｛φ＋召一乞Nσ一9）〆｝　づ7＋♂No”Q1ρ
　　　　（1一θ一τ2v）（づ一9）〆’　　　〆
　となるが，交点におけるそれは，φ＝0を考慮して，
　　　　∫（〆）2〆一（θ耀一1）γ〆（’〆＋c”）
　　　　　　　（6耀一1）〆7”6’
　となる。両曲線の交点が複数個存在するものとすると，最初の交点ではこの分
　数は正であるから，つぎの交点では負とならなければならない。
　　ここでε（8）を特定化して，
　　s（9）＝μθりσ
　としよう。ここでは必要ないが，μとシの考えうる値は，ン8の性質（5（8）の
　9に関する弾力性）と3（9）の性質から，0くμく1〈り（上限は10〈・らい）とな
　ろう。問題の分数の分母は正であるから，分子についてみると，
　　　・2s（（θ耀一1）7〆＋∫o’［（θZL1）一s｛（6耀一1）＋1｝］）
　となる。さて，最初の交点では上式は正であるが，この交点からさらに∂η∂2＞
　＝0の曲線上を下降していくと，gは減少し2＞は増加していく。第二の交点
　があるものとすると，この点では，第一の交点におけるよりもπノ’は大であ
　り，Sは小である。したがって上式が負になることはなく，第二の交点は存在
　せず，交点は一つしか存在しない。（もちろん，∂W∂g＝0の曲線について，
　♂g／dム俘の符号を直接みればよいわけであるが，かえって煩雑となるためこの
　方法によらなかった。）
（7）　γの極大点が，9＞0もしくは9≦0の領域に存在する条件を述べておこう。
　　φ＝0からθ一耀7（9）＝c’（N）（11／ηであり，これをκ＝0に代入すると，
　　γ（9）＋（1一θ一耀）σ一9）〆（9）一［σ’（N）＋2｛o（N）廊α＋β｝］Q1／η＝0
　となる。所与のQに対して上式を満足するNとgについて，
　　　1器一裁・炉。（o’十’z－9．）鷺講｝αρ・・
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　となる。これより，Qが増加するとγの極大点は左下方に移動することがわ
　かる。
　　さて，γの極大点がN軸上に存在することになる，すなわち，9＝0とな
　るようなQを（lo＊，2＞をハら＊とすると，
　　　騨一［　7（0）十（1一θ一時。＊）∫〆（0）ゴ｛0（珊＊）＋∫α＋β｝＋〆（珊＊）r
　となる。8＞0であるためには，Q＜（20＊でなければならない。　Q≧（｝o＊である
　と9≦0となり，yの極大点は1V軸（も含めて）の下：方に存在する。
（8）安全活動可能限界線の一部が1V軸の下側に出る場合も，もちろんありうる。
　というのは，Qがあう程度大であれば，　gが負となっても正の7を得ること
　が可能となるからである。
（9）Qが過大であって，注（7）で述べたQo＊を上回っているならば，ル勉κy点は
　2V軸の下方に存在し，8㌦側7〈0となる。しかし規模が縮少していくことを
　望む企業はないであろうから，この場合には，9＝0を条件とする7の最大化
　が求められよう。この場合の2＞は，∂W∂N＝0曲線とN軸の交点，すなわち，
　φ寵0と9＝0から求められる。
　皿B．企業成長率が所与の場合
　たとえば全般的な経済状況ないし需要状態などによって，成長率が一定
の水準に固定されているものとしよう。ここでの問題は，耐久期聞Nと
初期産出量Qの決定について考察することである。
　B1．企業評価関数の形状
　まずy』一πの等量線を考えるために，（15）’の第2式をみると｛1｝，Nニ0
のときQ＝0であり，N＝。。のQの極限値はゼロとなる。さらに，　Nと
Qの関係をみるために，
　　二一’α鋤N）・聰揚α功
とおくと，ω＝0より（1一θ一耀）＝ω3でなければならない。一定のQ（＞0）
についてω3のグラフを描けば，図B1のように，　Qが大きいほど上方に
Qが小さいほど下方に位置する，右上りの曲線となる。したがって，その
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一つが（1一θ一耀）の曲線と接することになる大きさのQに対して②1Vは
一つの値をもち，より小さなQに対しては二つの値をもつ。Qが減少す
るにつれて，ω3のグラフは勾配を低めて下方にシフトしていくから，小
さい方のNは減少し，大きい方の2Vは増加していく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω3
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　／　　　　（1－e一ごの
　　　　　　　　　　　　　，ノ’
　　　　　　　　　　　，”　　　　　　　　一　　”
　　　　　　　　0　　　　　　　　　　　　　　1V
　　　　　　　　　　　　　　　図B1
Q 器一・
妬竃r
γ＝一H
型＝0
∂Q
　　　　　　　　o　　　　　　　　　　　　　　　N
　　　　　　　　　　　　　　　図B2
　以上から，図B2に示されているように，　y諏一Hの等y線は原点か
ら出発して上昇し，やがて下降に転じてN軸に限りなく近づいていく曲
線と〔3｝，N軸とから成ることがわかる。この内側ではy＞一Hである。
　つぎにyの極大点を求めるために，まず∂η∂9＝0のグラフを考えよ
う。（20）’の第2式と（15）’の第2式を比較すれば明らかなように，このグ
ラフは7＝一∬の曲線部分を9軸方向に9η（＜1）倍に圧縮したものであ
る（4｝。（24）より，この上側では∂y／∂Q＜0，下側では∂yノ∂Q＞0である。
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　∂γ／∂2＞＝0のグラフを考えると，（18）’の第2式より，2V＝0のときQ＝
［7／6’（0）］η，2V＝・・のρの極限値はゼロである。また，曲線部分の勾配
をま，φ＝0より
　　差男一一ηα｛ゴ6一乞ハ「7十〇”（ハr　　　6’（ハD）α／弓〈・
である。したがって，この曲線はQ軸上の［7／6’（0）］ワから出発して，1＞
の増加とともに一様に下降して，2＞軸に限りなく近づいていく㈲。∂yγ∂！＞
＝0のグラフはこの曲線とN軸とから成り，（26）から，この上側では
∂yノ∂2＞＜0，内側では∂γ／∂N＞0となる。
　ところで，y＝一心の曲線の勾配はω＝0より，
　　璽＿　ηQθφ
　　41＞『o（N）＋α9＋β
である。φ＝0の点において4（～／4N＝0となるから，下降する∂y／∂N＝0
の曲線は，上方から　γ＝一E曲線の頂点を切ることがわかる。また，
∂y／∂Q＝0の曲線の勾配はψ＝0から，
　　4≦～一＿　ηQθ｛φ一（1一θ）θ　‘2v7｝
　　4A’一　6（N）＋α9＋β
であるが，φ＝0の点において4Q／41＞〈0となる。したがって，∂y1∂2＞
＝0の曲線は∂γ／∂Q＝0の曲線の下降部分を上方から切ることがわかる。
すなわち，両曲線の交点によって与えられるyの極大点は，∂y／∂Q＝0
の曲線の下降部分上に存在しうることになる。それは，代数的には（18）’
と（20）’とから求められる｛6｝。
　極大の企業評価額より低い値をもつ等評価線は，図B2に示されている
ように，yの極大点を囲む環をなし，それから遠ざかるほど低いγをも
たらす。これは（15）によって与えられる。
　B2．安全活動可能領域
　つぎの問題は，（17）”によって与えられる安全活動可能限界線を構成す
ることである。これは，W＝0，すなわちV＝襯んQをもたらす等y線で
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あるが，Qを変数として扱っている現段階では，この7はQとともに
変化する。7＝”〃漉Qのグラフは横軸に平行な直線であり，Qが大きいほ
ど上方に位置する。それぞれ同一のγを与える，これらの直線の一本と
等γ線との交点ないし接点の軌跡を求めれば，安全活動可能限界線が得
られるわけであるが，ここでは，等y線を求めたのと同様の手順に従っ
て，W＝0を与える問題の限界線を構成する。
　まず∬＝一∬の等量線を考える。（17）’の第2式から，1V＝0のとき
Q＝0，2V＝・。のQの極限値はゼロとなるが，（17）’の第2式のQは（15）’の
それの［］内の分母に∫σ一g弛〃漉を加えたものであるから，そのグラフ
はy＝一πの曲線をQ軸方向にいくぶん圧縮したものとなるω。W＝一丑
の等量線はこの曲線とN軸とから成り，この内側でγ〉一∬となる。
　また，（21）’によって与えられる∂卿∂Q＝0のグラフは，W＝一Hの曲
線部分をQ軸方向にθη（＜1）倍に圧縮したものである。したがって，それ
は図B3に示されているように，∂7／∂ρ＝0の曲線の下方にある（8｝。（24）
から，∂W／∂Q＝0の曲線の上側では∂W／∂Q〈0，下側では∂W／∂（1＞0と
なる。他方，∂W／∂2Vこ0のグラフは，（18）’から，∂y／∂2Vニ0のグラフと
一致する。（26）から，この上側では∂pr／∂N＜0，内側では∂W／∂N＞0で
ある。
　さて，W＝一Hの曲線の勾配は，（17）’から
　　4Q＿　　　　ηQθφ
　　42ザ6（N）＋α9＋β＋（ゴー8）”〃z々
であり，∂W／∂Q＝0の曲線の勾配は，（21）’より
　　4（2＿　　　ηQθ｛φ一（1一θ）6一乞1v7｝
　　42ザ。（N）＋α9＋β＋（ゴー8）θ〃z々
である。φ＝0の点において前者はゼロ，後者は負となるから，下降する
∂7／∂N＝0の曲線は，W＝一H曲線の頂点を上方から切り，∂7「／∂Q＝0の
曲線の下降部分と交わることになる。すなわち，Wの極大点は∂研／∂Q＝0
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の曲線の下降部分上に存在しうる。そしてまた，それはyの極大点の
右下方に存在する。代数的には，これは（18）’と（21）’とから求められる。
　いまや，W＝0を与える問題の安全活動可能限界線（17）”を確定するこ
とができる。これは伊の極大点を囲む環をなし，W＝一πの等W線の
内側，すなわち（瓦（D平面の非負領域に存在する（図B3参照）。この
曲線の勾配は4Q／認〉＝一（∂W／∂ノ〉）／（∂珊∂Q）であるから，∂prア∂N＝0の
曲線と交わる点で限界線の接線は水平となり，∂確／∂Q＝0の曲線と交わる
点で垂直となる。いうまでもなく，この場合の限界線は等評価線ではない
から，7の値は限界線上の異なる点では異なりうる。すなわち，Qが大
であるほどyは大となる。また，企業活動の長期的安全性を保証する耐
久；期間には，下限M伽2Vと上限M砿1Vが存在するが，これらは（17）”
と（21）’から求められる。
　では，選ばれうる企業目標と最適解の問題について考察しよう。
　B3．企業目標と最適解
　企業の価値玩　もしくはそれの安全最：低評価超過額prの最大化が目標
とされる場合には，図B3のMoκy点もしくは砿ακ四点に対応する
（ノV＊漁錫Q＊漁。のもしくは（2V㌔。岬，　Q＊漁。1のが採択される。それら
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は，それぞれ（18）’と（20）’，もしくは（18）’と（21yとから求められる。
また目標が初期産出量の最大化におかれる場合には，安全活動可能限界線
の頂点の1匠ακQ点に対応する2＞＊加工とQ㌔。凋が採択されるが，こ
れらは（17）”と（18）’とから求められる。
　さて，初期売上高Rと売上高の総現在価値Zの関係についてみると，
（5・3）よりZ＝R／σ一g）であるから，gを所与とする現段階では，　Rの
最大化はすなわちZの最大化である。（5・1）もしくは（5・3）を変形すれ
ば，
　　Q一［、雨垂1”
となる。N＝0のQの極限値は無限大であり，2＞＝。。のQの極限値は
（択）1／θである。また，この等R線の勾配は，
　　繋一一青［、」飼／凹（｛薄野・〈・
であるから，この曲線は1Vの増加とともに一様に下降し，R（したがって
Z）が大きいほど上方に位置する。問題の1匠砿R点とM綴Z点とは一
致し，これは等R線と安全活動可能限界線の右上方の下降部分との接点
として求められる。この点における2＞㌔傭RとQ＊漁媚は，（5・1）と（17）”
とから求められる。
　ところで，企業活動の安全性を保証する当初の産出量には下限が存在す
る。これは，安全活動可能限界線の最低点，すなわちこの曲線と∂y／∂2V
＝0の曲線との右下方の交点（ル勧Q点）から求められるQ＊韻凋であ
る。当該耐久財の導入を試みる企業は，少なくともQ＊顔麗だけの産出量
から出発しなければならず，このためには（当該革新費の他に）少なくと
も甥んQ㌔姻の貨幣資本を当初に調達しなければならない。これをなし
えない企業は当初から乗っ取りの危険にさらされることになって，革新は
実行不可能になる。この規模から出発する企業は，それに対応する生産物
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の酌久期間2V＊翅曜を選ばなければならないが，この必要最低産出量と耐
久期間は（17）”と（18）’とから求められる。
　さて，企業の立場からする耐久期間には下限ル∫翻〉と上限ル勉κ2＞が
存在するが，以上で考察した諸目標に対応する最適な2＞＊は，すべてこ
の限界内に存在する。では，企業の自由な意思決定によって，．M勿2Vも
しくはル毎κ1Vが採択されることはありうるであろうか。ハ4翻〉につい
ては，成長率を所与とする現在の場合でも，その可能性はまったくないと
いえる。というのは，安全活動可能限界線上をM勿1Vの点からル勉κQ点
まで移動していくにつれて，Qとyはともに増加していくからである。
企業のいかなる基準からみても，1協η2Vは最適とはなりえない。また
ル1ακ2＞については，それを採択することが社会的にみて望ましいという
ような別の基準からすればともかく，一般には企業によって採択されるこ
とはない。安全活動可能限界線上を．M砿2Vの点からル∫砿Q点の方に移
動していくにつれて，Qもyも増加していくからである〔9】。
　さまざまな企業目標の中から特定の目標が採択されると，それに応じて
最適なハ汚＊とQ＊が決定され，（1）より用役価格ρ＊が，そして（2）より生
産物価格P踏が決定される。いま，RないしZの最大化が目標とされ
る場合を除くと，このようにして決定される大きな（小さな）値の2＞＊に
対しては，小さな（大きな）値のQ＊と大きな（小さな）値のρ＊および
Pπ＊が対応する。1＞＊が最小となるのはQの最大化が目標とされる場合
であり，1＞＊が最大となるのは必要最低規模から出発する企業の場合であ
る。
　以上，販売の場合について考察したが，ここで賃貸の場合にふれておこ
う。初期の総収入σの最大化は，（5a・1）よりQの最大化によって達成さ
れるから，ル∫ακQ点と！匠砺σ点は一致する。この点を加えて，初期売
上高Rの最大化と価格Pπへの言及を除けば，形式的には以上の販売の場
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合についての分析を賃貸の場合に適用することができる。この場合にも，
企業の自由な意思決定によって，耐久期間の上限が採択されることはな
い。
?
（1）9＝81のとぎ，QはNと無関係にゼロとなるから，ここでは，所与の9は
　0＜g〈81の範囲にあるものとする。
（2）gが大きいほど，7（g）は小さくなってω3の勾配は大ぎくなるから，両曲線
　の接点は（1一θ『耀）曲線上の原点に近い点となり，QもNも小さい値をもつ
　ことになる。
（3）慰留（2）から，8’が大きいほど，γ＝一Hの曲線の頂点は左下方に存在し，曲
　線は偏平なものとなる。そしてg＝g1のとき，それはN軸に一致する。
（4）前廊（3）より，gが大きいほど，∂η∂Q＝0の曲線の頂点は左下方に存在し，
　曲線は偏平なものとなる。
（5）9が大ぎいほどQ軸切片は小となり，勾配dQ／42Vは大（右下りの傾斜はゆ
　るやか）となって，∂y／∂2V＝0の曲線は下方に位置する。
（6）∂W∂Q＝0の曲線と∂η∂2＞＝0の曲線の交点は，複数個存在しないことを
　明らかにしておこう。前者の勾配と後者の勾配の差は，
　　　η（♪θ｛φ一（1一θ）8一乞亙｝　　　一η（；｝θ｛∫θ一乞N7十〇”（⊇1／η｝
　　　　　　o＋α9＋β　　　　　　　ガ
　となるが，交点におけるそれは，φ＝0を考慮して，
　　　欝欝。［一号・（・＋チ）（・＋・・＋β・］
　となる。両曲線の交点が複数個存在するものとすると，上式は最初の交点で正
　であるから，つぎの交点では負とならなければならない。
　　ここで6（N）を特定化して，
　　o（N）＝ρθσπ
　としよう。ここでは必要ないが，ρとσのとりうる値は，σNの性質（0（N）
　の2Vに関する弾力性）と。（N）の性質から，0＜ρ，0＜σ＜1であると考えち
　れる。問題の勾配の差の最初の分数は正であるから，［］内の式についてみる
　と，
　　’（o＋α9＋β）＋σ｛（σ＋α9＋β）一σ／η｝
　となる。1＜ηであるから上式は常に正であり，したがって第二の交点は存在
　せず，交点は一つしか存在しない。
（7）gの増加に伴うW＝一Hの曲線の変形については，前注（3）と同様である。
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⑧8の増加に伴う∂珊∂Q＝0の曲線の変形については，前注（4）と同様である。
（9）　この結論は，耐久財産出量の段階的拡張を仮定して分析した，拙稿［16］の結
　論（P．17）と一致する。なお13ページの⑰式において，γ…β一伽漉＝防一
　（1＋の初］々とあるのはγ≡β＋刀吻々＝防一（1一の吻］んの間違いである。したが
　って同ページの最後のパラグラフと14ページの図2は，それに応じて修正され
　なければならない。すなわち，図2の1吻κ7点は本稿の図B3におけると同
　様，ル伽”点の左上方の∂W∂2＞＝0線上になければならない。この機会を借
　りて誤りを訂正しておく。しかしこのために，前職のその他の個所が影響を受
　けることはない。
IV　結論的覚書一耐久財の耐久性
　以上，初期産出量Q（したがって用役価格ρ）が所与の場合と，企業成
長率9が所与の場合とについて，順次分析した。Qが所与の場合には，8
の最：大化が目標とされるとき耐久期間Nは最：小となり，生産物価格P配
は最低となる。また，gが所与の場合には，　Q（あるいは賃貸による総収
入σ）の最大化が目標とされるとき2Vは最小となり，　PN（および賃貸料
ρ）は最低となる。このことから推論しうることは，大きな規模から出発
する成長志向型の企業ほど，廉価ではあるが耐久性の劣った生産物を生産
する傾向がある，ということである。あるいはまた，比較的容易に高い成
長率を実現しうるような市場向けの生産物の生産を，最初から大規模に行
なおうとする企業ほど，同様の傾向がある，ということである。そして，
企業の立場からみて採択可能な耐久期間には下限ル∫勿2＞と上限114ακ2V
が存在するが，幸いなことに，いかなる場合にも！協η2Vが採択されるこ
とはない。ル肱κ2Vについては，所与のQから出発して，当初の生産物売
上高Rの最大化が目標とされる場合にのみ採択される（その代りP踏は
最高となる）田。このように，一つの場合を除いて，一般にはル肱κ2Vより
短い期間が採択されるということは，政府当局の政策的観点からみて興味
あることである。
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　いま，企業によって決定される耐久期間よりは長いがル短ガ〉より短い
期間1Vが，政府当局による基準として前もって企業に指定されたものと
してみよう。企業は，この付加的制約条件を考慮して，所定の目標を達成
しうるように最適解を求めなければならない。まず，Qが所与の場合につ
いてみると，（2）においてN＝NとおいたP踏まで生産物価格は引き上
げられる。そして最適成長率g＊は，yの最大化を目標とする企業の場合
には，図A3における∂γ／∂g＝0の曲線上の1＞＝N点として，（19）’の2V
をNとして決定される。8’の最大化あるいはZの最大化が目標とされる
場合には，安全活動可能限界線の上部のN＝Nの点として，g＊は（17）”の
1Vを1V＊として決定される。これらのどの目標が追求される場合にも，
耐久期間が2Vに指定されると，生産物価格け引き上げられて成長率は引
き下げられる。つぎに，gが所与の場合についてみよう。γあるいは四
の最大化を目標とする企業の場合には，図B3における∂巧∂Q＝0ある
いは∂伊／∂Qニ0の曲線上の2＞＝2Vの点として，最適産出量Q＊は（20）’あ
るいは（21）’のNを亙として決定される。Qないしσの最大化，ある
いはRないしZの最大化が目標とされる場合には，安全活動可能限界線
の上部のN＝Nの点として，Q＊は（17）”のNをNとして求められる。
これらのどの目標が採択される場合にも，耐久期間が1＞に指定されると，
産出量は縮小され，用役価格（賃貸料）は（1）により，生産物価格も（2）に
よって引き上げられることになる②。
　では，すでに最適成長径路に沿って活動を行なっている企業に対して，
政府当局による基準1Vが示される場合はどうであろうか。この場合には，
これに伴う計画変更時点丁における革新費（∬＋肋9）の未回収分をH7
（したがって乃＝0）とし，この時点の産出量Q7とNを所与として，
所定の目標達成のための最適成長率を求めることが問題となる〔3｝。価格に
ついては，ρは従来の水準に維持されるから，1）賭は（2）によってただち
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に引き上げられる。したがってσないしRの最大化は目標とならず，考
えうる目標は，7ないし罪，Zあるいはgの最大化である。そこでこの
場合の分析は，以上の諸点に留意して，前述のQが所与の場合の分析と
同様に行なうことができる。
　以上において明らかにされたように，耐久期間のNへの延長が指令さ
れるとき，賃貸料が引き上げられるのは，所与のgのもとで計画を行なう
企業に対して前もって2＞が指定される場合だけであるが，生産物価格は
いかなる場合にも引き上げられる。この点からだけみても，さらに成長率
あるいは産出量への影響を考慮すればなおのこと，企業に対して生産物の
耐久期間の延長のみを要請することは，必ずしも望ましい成果が期待され
るとはいえないであろう。
注
　（1）需要者側からみた丁合，あるいは経済の資源の有効利用という観点からみた
　　場合，短い耐久期間をもつ生産物が大量に生産されて安い価格で販売もしくは
　　賃貸される方がよいのか，あるいは長い耐久期間をもつ生産物の産出量が制限
　　されて高い価格でそうされる方がよいのかという問題は，重要ではあるが本稿
　　の枠を越えるものである。
　（2）この結論は，産出量の段階的拡張を仮定した前稿［16］の結論（p．17）と一
　　致する。
　（3）あるいはまた，一時的な産出量と成長率の低下，したがって資本稼動率の低
　　下を伴うであろうが，H7とNを所与としての全面的な計画変更も考えられ
　　るが，この問題は本稿では考えない。
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